資料１
本書は、厚労省の資料をもとにオンライン化に係る概要等を簡単にまとめたものです。詳細については、必ず添付資料等をご確認願います。

臨床調査個人票・医療意見書のオンライン化について令和４年７月
茨城県保健医療部健康推進課


[bookmark: _GoBack]１．概要
指定難病（以下「難病」）・小児慢性特定疾病（以下「小慢」）のオンライン上のデータベース整備に伴い、臨床調査個人票及び医療意見書（以下「臨個票等」）についてもオンラインで登録を行うことが可能になる。
オンライン化に係る事務の流れ等について
　資料２　オンライン化した場合の事務フロー
①：オンライン化した場合
　　　　　②：オンライン化しない場合又は指定医がオンライン化を活用しない場合（従来どおりの手続き）

資料３　オンライン化した場合の臨個票等の作成・登録方法
　　　　P30　　：オンライン化しない場合（従来どおりの手続き）
P31～35：パターン１～３：オンライン化した場合












２．臨個票等のオンライン化を導入することによるメリット・デメリット（想定）
	想定されるメリット
	・兼務先の医療機関の臨個票等の閲覧・修正が可能。
・（患者の同意があれば）他医療機関へ転院した担当患者の臨個票等の閲覧・更新可能。
・（チェック機能）臨個票等の作成時に記入漏れ等をチェック可能。
・（機械判定機能）臨個票等の作成時に認定基準との整合性の判定可能。等

	想定されるデメリット
	・紙媒体での臨個票等の提出は変わらず必要。
（データベースへ入力後、紙媒体の臨個票等を申請者へ渡す）
・インターネット環境へ接続する必要有。
・院内システムと連携させる場合、データベースにアクセスできるよう院内システム環境整備の必要有。整備について各医療機関で実施。（※）　等
　※整備に係る費用については補助金有。下記「補助金」参照。







３．導入について
　下記を踏まえ、院内のシステム環境整備の必要性や整備の時期、新システムの導入時期については各医療機関で判断する。
〇導入スケジュール（予定）
	
	難　　　病
	小　　慢

	医療機関へID・PW発行
	①県→医療機関　厚労省から申請様式が示された後に、当該様式を県HP等で案内
②医療機関→県　申請書提出
③県→厚労省　　指定医マスタへの登録等
④厚労省→県　　ID・PW発行通知書出力
⑤県→医療機関　IＤ・ＰＷ発行通知書送付（Ｒ４年11月から順次（予定））

	オンライン登録の開始
	令和５年１１月～
	令和５年１月～



〇導入するために必要なシステム環境等
「資料４・６・７」及び「ファイルレイアウト資料」

〇補助金（医療機関オンライン化支援事業）
【対　　象】
医療機関のシステム環境整備に係る費用（システム改修費・PC購入費等）に対する補助金
【金　　額】
１医療機関あたり、実支出額又は基準額（10万円）のいずれか安い方の1/2
→最大でも５万円
【交付申請】
茨城県保健医療部健康推進課から令和４年８～９月に県ＨＰ等で案内予定
【注意事項】
・予算が限られているため、申請をしても交付されない可能性有
　・当課から交付の内示について連絡が来る前に使用した費用は、補助金の対象外
　・補助金は難病指定医の在籍する医療機関・小慢指定医の在籍する医療機関それぞれに対して整備されている。交付認定には優先順位があり（難病が小慢に優先）、また、両交付金を重複して申請することは不可能。
そのため、難病・小慢両方の指定医が在籍する医療機関は難病の補助金へ申請してください。
【そ の 他】
　本補助金については、令和５年度も継続の見込み

　
